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要旨　1989 年の出入国管理及び難民認定法の改正以降、日本に入国する外国人の人数が
増加したが、これに伴って、外国人の児童や生徒の数も増加の一途を辿っている。特に、
日本語の指導を必要とする外国人の児童や生徒の増加には深刻なものがある。文部省の調
査によると 1999 年において、約１万８千人であった人数も８年後の 2007 年には２万４千
人にまで増加し、約 1.37 倍にまで上昇した。彼らの多くは、日本語の理解を不十分のま
ま日本社会で生活しなければならない現実に直面しているのである。
　確かに、こうした状況改善のため、自治体や小中学校などの教育行政機関では、日本語
を教える教員の配置や、その教員への研修、さらに日本語指導児童生徒の話す母語に応じ
た専門員の配置など、多様の方策が採られてきた。しかしながら、そうした状況にも拘わ
らず、彼らの就学は必ずしも円滑ではない状況である。なぜこうした事態に至っているの
であろうか、自治体の抱える課題の、その背景の一端を探ろうとする。
１．はじめに
　1989 年の出入国管理及び難民認定法の改正を契機に、日本に入国する外国人の人数1)
が増加した。このような背景には、日本経済のグローバル化と雇用の流動化に伴う外国人
の大都市部への流入が著しいという点がある。法務省の調査によると、外国人の登録者数
は、1997 年には 148 万であったが、８年後の 2005 年には 210 万に達し、約 1.36 倍にまで
増加した。特に登録者数の多かったのは東京をはじめ、神奈川、千葉、埼玉などの首都圏
と、愛知、静岡、三重などの東海圏、そして大阪、兵庫などの近畿圏などである。
　これに伴って、外国人の児童や生徒の数も増加の一途を辿っている。中でも日本語の指
導を必要とする外国人の児童や生徒（以下日本語指導児童生徒）の増加は深刻な状況にあ
る。文部省の調査2) によると 1999 年において、約１万８千人であった人数が８年後の
2007 年には２万４千人になり、約 1.37 倍にまで上昇した。日本語指導児童生徒の多くは、
日本語の理解を不十分にして、日本社会で生活しなければならない現実に直面しているの
である。
　このような状況の改善のため、自治体や小中学校などでは、日本語を教える教員の配置
や、その教員への研修、さらに日本語指導児童生徒の話す母語に応じた専門員の配置など、
多様の方策が採られてきた。しかしながら、そうした状況にも拘わらず、彼らの就学は必
ずしも円滑ではない。なぜこうした事態に至っているのであろうか、自治体の抱える課題
の、その背景の一端を探ろうというのが本稿の目的である。
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　ところで、外国人の児童生徒に関する実証研究は、研究対象を外国人児童生徒の保護者
から3)、教員4) や学校などの教育行政機関に焦点を移し5)、微視的分析に至るまで多くの業
績を蓄積しているが、日本語指導児童生徒の就学に関する自治体行政の観点からの把握は、
一部の研究6) を除けば、十分とは必ずしも言えず7)、意外に知られていない8)。外国人に関
する行政の観点からの分析は、外国人労働者の就業に関する議論に焦点があったように思
われる9)。
　そこで、本稿では、日本語指導児童生徒の就学について、自治体行政の観点から把握し
たい。自治体行政の観点からの検討では、彼らの「学習理解」が重要である。それという
のも、「学習理解」の向上は、彼ら「個人の課題」とともに、彼らの置かれた「教育環境」
にもよるため、「教育環境」のあり方によっては「学習理解」はさらに深まる可能性が高い。
このため、自治体行政の担う「教育環境」充実のための方策は重要である10)。
　以下では、日本語指導児童生徒の全国における就学状況を概観し、この分析を通じてそ
の背景のひとつを把握し、次に、静岡県と千葉県の事例を通じて議論を深める。
２．混迷を深める自治体行政の背景
　日本語指導児童生徒の「教育環境」を把握するために、彼らの在籍状況を巨視的に概観
する。在籍状況の把握では、「教育機関にどのように」、「どのような背景から」在籍して
いるのかということが焦点になる。前者の場合では、「彼らと、彼らの所属している学校
との関係」が、後者では「彼らの話す母語の状況」が重要である。
　表１は単年度に 500 人以上の日本語指導児童生徒が在籍している状況を把握したもので
ある。
　表１によると、日本語指導児童生徒の多くは、東京、神奈川、愛知などの都市部の自治
体のみならず、これとは異なる非都市部の自治体にも継続して居住している実態がある。
表１： 日本語指導の必要な外国人児童生徒数（国公私立小中学校）が単年度 500 人以上在
籍している都道府県
茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 大阪 兵庫 広島
1999 年 651 793 821 699 1,634 1,595 717 1,606 2,299 694 529 1123 580 580
2000　 666 777 766 742 1,446 1,559 775 1,563 2,375 652 561 992 539 670
2001　 670 812 787 815 1,596 1,717 732 1,657 2,474 725 617 997 588 623
2002　 603 746 785 884 1,479 1,657 638 1,679 2,549 660 526 908 628 562
2003　 668 506 754 783 801 1,497 1,654 582 1,759 2,704 690 569 941 729 551
2004　 603 777 832 855 1,412 1,722 665 1,852 2,990 788 575 998 739
2005　 554 806 805 725 1,474 1,933 606 2,024 3,544 878 676 964 713 508
2006　 630 519 873 843 890 1,576 2,165 634 602 2,320 4,020 1,042 786 915 657
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指導を必要とする外国人児童生徒の場合―」『環境と
経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008 年、27 頁）
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茨城、群馬、長野、静岡、三重、滋賀などの自治体がこれに当たる。次に表２を見てみよ
う。これは日本語指導児童生徒が単年度 500 人以上在籍している自治体内の国公私立小中
学校数を把握したものである。
　表１及び２によると、日本語指導児童生徒数が多い自治体でも、学校数がこれに連動し
ている分けではないことが分かる。たとえば、静岡県と千葉県の比較で見ると、日本語指
導児童生徒数は静岡県の方が千葉県より遥かに多いが、学校数では逆に千葉県の方が多い
という実態がある。また、愛知県の日本語指導児童生徒数は 2004 年度以降、東京都のそ
れを遥かに凌いで２倍以上にもなっているが、学校数の点では東京都より愛知県の方がか
なり低い。このような特徴的な状況11) が認められるが、この点をさらに詳細に見よう。
　日本語指導児童生徒が８年間、継続して 500 人以上居住している自治体ごとに、日本語
指導児童生徒数を、彼らが所属している小中学校数で除すと、１校あたりの日本語指導児
童生徒数が出る。これによれば、日本語指導児童生徒の、その都道府県における分布の状
態、つまり彼らと彼らの所属する学校との関係が読み取れる。義務教育では通常、住所地
を所管する学校に編入学するため、就学人数に見合った学校が設置される現行制度の下で
は、彼らが居住している地域自体は特定できなくても、一定の自治体内の学校に在籍して
いる日本語指導児童生徒の実態は把握できよう。彼らは、特定の学校に集中しているのか、
あるいは分散しているのか、その状況によって自治体行政の関わり方は異なって来る。
　他方、居住地域に拘わらず、自治体の教育行政機関が日本語指導児童生徒を受け入れる
場合、彼らの話す母語への対応も重要になってくる。そもそも日本語指導児童生徒に対す
る教育において、教育行政機関がその方策を巡って模索しているのは、彼らの母語への対
応によるからである。この母語は、彼らの出身地が異なれば、多くの言語になる。ある自
治体ではその数はわずかでも、別の自治体では 30 カ国語以上にもなる場合もある。こう
した実態のため、この数の把握を通じて多様性も理解できる。ここではこの多様性を把握
するため、中国語とかブラジル語などといった、会話する日本語指導児童生徒が多い言語
表２： 日本語指導の必要な外国人の児童生徒の数が単年度 500 人以上在籍している自治体
の国公私立小中学校の数
茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 大阪 兵庫 広島
1999 年 178 137 270 223 599 401 171 267 393 136 115 339 201 132
2000　 179 151 279 252 596 360 186 262 508 143 109 329 180 142
2001　 177 139 283 291 563 437 175 284 422 133 120 322 186 122
2002　 175 119 300 284 541 419 157 262 433 131 110 303 181 95
2003　 179 125 92 257 251 579 432 142 267 437 149 123 310 212 97
2004　 171 114 301 325 595 417 156 267 470 155 123 345 215
2005　 152 129 283 291 534 476 144 272 511 156 120 317 209 101
2006　 182 108 126 310 317 606 457 150 132 292 528 160 128 310 210
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指導を必要とする外国人児童生徒の場合―」『環境と
経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008 年、27 頁）
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ではなく、彼らの話す人数の少ない言語、たとえばモンゴル語とかヴェトナム語などといっ
た「その他の言語（表中では他言語で標記）」に集計される言語に着目する。既述（１頁）、
文科省の調査から母語の状況を把握したものが、表３の「他言語の割合」である12)。
　表３を表１及び２と重ね合わせて見ると、興味深いことが分かる。静岡県や愛知県では
多くの日本語指導児童生徒が在籍しているにも拘わらず、「その他の言語」の母語全体に
占める割合は低いが、逆に日本語指導児童生徒数は両県より遥かに少ないにも拘わらず、
「その他の言語」の割合が多いという実態が東京都や千葉県では見られるということであ
る。
　このため、日本語指導児童生徒が一定規模で継続して居住する自治体はかなり限定され
るものの、かといって、該当する自治体での居住人数は多い場合もあり、また居住人数が
少ないからといって母語数が必ずしも少ないわけではないといった「複雑な背景」がある
ことが理解できる。この状況を整理して見よう。
　表４は１校当たりの人数と「その他の言語」の全言語数に占める割合をまとめたもので
ある。またこの表４のそれぞれの変数を反映させたものが図１である。この図によると、
大きく２つの分布があることが分かる。ひとつは図１の右方にある「分布」であり、他の
表４　 日本語指導を必要とする外国人児童生徒の在
籍状況
都道府県 他言語の割合（%） 1校平均人数（人）
茨　　城 42.8 3.6
群　　馬 15.4 6.4
埼　　玉 34.3 2.8
千　　葉 45.5 2.9
東　　京 47.4 2.6
神 奈 川 42.7 4.1
長　　野 15.9 4.2
静　　岡 12.1 6.6
愛　　知 13.9 6.2
三　　重 13.1 5.3
滋　　賀  6.6 5.1
大　　阪 26.4 3
兵　　庫 57.7 3.2
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指
導を必要とする外国人児童生徒の場合―」『環境と経
営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008
年、27 頁）
表３　他言語の割合
都道府県 他言語の割合（%）
茨　　城 42.8
群　　馬 15.4
埼　　玉 34.3
千　　葉 45.5
東　　京 47.4
神 奈 川 42.7
長　　野 15.9
静　　岡 12.1
愛　　知 13.9
三　　重 13.1
滋　　賀  6.6
大　　阪 26.4
兵　　庫 57.7
（文科省のHPの資料から作成した）
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ひとつは図１の左上方にある「分布」である。ここでは、前者をⅠ型、後者をⅡ型としよ
う。Ⅰ型は、「その他の言語」の割合が多いものの、「１校あたりに在籍している児童生徒
数」は少ないという点で、これを「多言語分散型」とし、後者では、「その他の言語」の
割合は少ないが、「１校あたりに在籍している児童生徒数」は多いという点で、これを「少
言語集中型」とすることにしよう13)。
　さらに、表４と図１を整理すると、表５のように自治体を分類できる。Ⅱ型の「少言語
集中型」では、自治体内での日本語指導児童生徒の母語数は少なく、ある程度の人数でま
とまって在籍している状況が想定されるのに対し、Ⅰ型の「多言語分散型」では、自治体
内での母語数は多く、しかも彼らの在籍の実態は、小人数の規模で自治体内に分散してい
る状況が考えられる。
　以上の検討から分かるように、日本語指導児童生徒の就学状況にはふたつの特徴的なパ
ターンがあるため、彼らへの教育方策と一口にいっても、その対応は容易ではないことが
分かる。Ⅱ型の場合は、教育の対象が限定されるため、自治体行政の方策も絞りやすい面
があるとしても、Ⅰ型の場合では、教育の対象自体に多くのバリエーションが想定される
図１： 日本語指導を必要とする外国人児童生徒の在
籍状況
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指
導を必要とする外国人児童生徒の場合―」『環境と
経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、
2008 年、28 頁）
Ⅱ型
Ⅰ型
表５：日本語指導を必要とする外国人児童生徒の在籍状況の類型
多言語分散型 茨城 埼玉 千葉 東京 神奈川 大阪 兵庫
少言語集中型 群馬 長野 静岡 愛知 三重 滋賀
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指導を必要とする外国人児童生徒の場
合―」『環境と経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008 年、28 頁）
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ため、その方策も容易ではない。しかも、この検討は都道府県を分析の対象にしているが、
これが市町村になれば、その類型は自治体数が増えれば増えるほどさらに複雑になる。バ
リエーションが多くなれば、自治体行政も異なるため、都道府県レヴェルで仮に統一的な
方策を構築しても、それがある都道府県内の全ての市町村に適用できる訳でもない。この
ような背景は、この課題への方策を模索する自治体行政の対応を混迷させる一因になって
いると考えられる。ではⅠ型とⅡ型ではその対応がどのように異なるのか、この点を次に
見てみよう。
３．「少言語集中型」と「多言語分散型」14)
　筆者が調査に加わった静岡県はⅡ型の少言語集中型に当たる。もちろん、この型が当該
自治体内の全ての市町村に当てはまる訳ではないが、こうした自治体では日本語指導児童
生徒の母語数がある程度限られ、さらに彼らの在籍している学校数も絞られるため、自治
体行政の対応は 1980 年代から進み、自治体行政の制度も充実して全国的にも先進的な事
例のひとつになっている15)。しかし、こうした自治体にも残された課題がないかといえば
必ずしもそうではなく、ここでは別の課題も浮上する。それを次ぎに検討しよう。
　図２は、静岡県が毎年行っている学校基本調査から、同県内の国公私立小中学校に在籍
する外国人児童生徒の１学年の平均人数を 12 間年にわたって小学校と中学校で単純に比
較したものである。これを見ると、外国人児童生徒の小学校から中学校への「継続した就
学」が必ずしも機能していない実態が分かる。日本人の児童の場合には、小学校を卒業し
ても他の都道府県への異動がなければ、引き続いて同県内の中学校に入る分けであるが、
外国人の児童の場合ではこうした状況とは異なる実態がこの図から読み取れる。同調査は
毎年度９月１日に行われているため、９月１日から翌年４月１日までの間に、何らかの理
由によって同県内の中学校に入学できていない外国人の児童が相当数に至っている状況が
確認できる。同図では 96 年度こそ小学校の卒業者数（96 年９月１日時点での１学年の平
均人数）と中学校への入学者数（97 年９月１日時点での１学年の平均人数）は、ほぼ一
対になっているものの、これも年度を経るたびに拡大している状況がある。このような点
から「外国人児童生徒の不就学16)」の一端が可視化される。
　05 年、06 年に文科省が行った不就学の調査（同省HP）によると、外国人の親は、彼
らの子弟が小中学校で就学できることや、その際の諸手続きについても自治体広報などに
よってある程度理解できているにも拘わらず、経済的事情や子弟の日本語の上達の状況、
学校内での生活に関する事情もあって、外国人の子弟が小中学校に十分に就学できておら
ず、その内の約３分の１強の人数は、兄弟の世話や家事などに従事して、不就学に至って
いる状況が示されている。
　こうした事情の背景には、小学校を卒業後、引き続いて県内に居住の場合、小中学校教
育は、日本人の子弟にとっては義務であっても、外国人の子弟にとっては義務ではないた
めに、小中学校で就学するという状況に簡単には至っていないという事情がある。また、
外国人の子弟を受け入れる小中学校においても、相当の理由がなければ、学齢の異なる子
弟を受け入れることは困難になっているという事情もある。さらに、県外へ異動の場合で
は、外国人の登録制度が、日本人の住民登録制度とは異なっているために、外国人の子弟
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の就学状況を把握することは簡単ではないという事情もある。従って、自治体行政の就学
案内は混迷を極めているといっても良い状況である。
　日本人の異動は、転出と転入の双方の自治体で把握されるが、外国人の場合は転入した
自治体でしか把握されない現状のため、転入自治体への届け出が十分でない場合、自治体
行政は、外国人の子弟の就学をはじめ、彼らの居住地さえ把握できない状況である。
　こうした点に関し、外国人の雇用状況の把握という観点からではあるが、07 年６月に
雇用対策法と地域雇用開発促進法の一部が改正されたことによって、今後、外国人の転入
転出が、就職離職の両面から把握されるようになれば、このような状況はある程度改善さ
れることも考えられる。また、08 年１月 25 日の法相の発言のとおりに、遅くても 09 年
１月の通常国会までに外国人登録法や入管法が見直されれば、日本人の住民基本台帳制度
と同様の制度ができるため、こうした課題にも一定の進展が図られるかも知れない。
　何れにしても、外国人の子弟がいったん学ぶ機会を逃すと、再び学ぶことはそう簡単で
はない現状があるため、自治体行政の役割も大きくなっている。
　では次に、千葉県の場合のようなⅠ型に当たる多言語分散型の場合を見てみよう。千葉
県の外国人の状況はどのようであろうか、外国人の登録者数から見ていく。
　表６および図３、４は千葉県と全国を対象に、外国人の登録状況をまとめたものである。
これによると、千葉県と全国との比較では、いずれの場合でも外国人の入国状況は増加傾
向であることが分かる。全国調査では 1997 年の約 15 万人が８年後の 2005 年には約 20 万
人にまで至っている。一方、千葉県においても 1997 年の約６万５千人が９年後の 2006 年
には約 1.59 倍にまで増大して 10 万人を突破する状況である。千葉県の増加傾向は全国的
傾向に沿うものであり、必ずしも特異な状況ではないが、こうなると彼らの子弟の増加も
当然想定される。
　表７および図５は千葉県における外国人児童生徒数の状況を 10 年間にわたって見たも
のである。2000 年および 2004 年において、中学校の外国人生徒数が減少したため、小中
図２　静岡県の外国人児童生徒数の学年平均の乖離17)
（拙稿「中学に進めぬ外国人児童―県内不就学問題を
考える―」『静岡新聞』2008 年３月３日朝刊、８頁）
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学校の合計値に一時停滞が見られるものの、この数値は年度を増す毎に増加し、増大傾向
にある。
　このように増大する外国人の児童生徒は、千葉県内のどのような地域に居住しているの
であろうか。次ぎにこの点を各市町村における外国人児童生徒の登録者数から確認しよう。
　図６には、千葉県内の市町村毎の外国人の子弟の小中学校での在籍の状態が表されてい
る。これによると、外国人の児童や生徒は、千葉市をはじめ、市川市、船橋、市原、松戸、
さらに八千代、成田が続き、そして柏、木更津、習志野、浦安市などの、おもに 11 市に
図３　千葉県の外国人登録者数の推移
（外国人児童生徒受入体制整備会編『外国人児童
生徒受入体制整備会報告書』外国人児童生徒受入
体制整備会、2008 年、４頁）
表６　千葉県と全国における外国人の登録者数の推移
千葉県（人　％） 全国（人　％）
　 登録者数 対前年度比 構成比 登録者数 対前年度比 構成比
1997 年 64,929  5.2 1.11 1,482,707 4.8 1.18
1998 年 69,308  6.7 1.18 1,512,116 2 1.2
1999 年 72,482  4.6 1.22 1,556,113 2.9 1.23
2000 年 77,406  6.8 1.31 1,686,444 8.4 1.33
2001 年 85,821 10.9 1.44 1,778,462 5.5 1.4
2002 年 90,093 5 1.5 1,851,758 4.12 1.45
2003 年 95,391  5.9 1.58 1,915,030 3.42 1.5
2004 年 97,925  2.7 1.62 1,973,747 3.07 1.55
2005 年 101,372  3.5 1.67 2,011,555 1.92 1.57
2006 年 102,890  1.5 1.69 ― ― ―
（外国人児童生徒受入体制整備会編『外国人児童生徒受入体制整備会報告書』外国人児童
生徒受入体制整備会、2008 年、４頁）
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図４　全国の外国人登録者数の推移
（外国人児童生徒受入体制整備会編『外国人児童
生徒受入体制整備会報告書』外国人児童生徒受入
体制整備会、2008 年、４頁）
表７　千葉県の外国人児童生徒数の推移
　 小学校 中学校 合計　人
1997 年 1,549 730 2,279
1998 年 1,644 766 2,410
1999 年 1,745 773 2,518
2000 年 1,754 737 2,491
2001 年 1,784 788 2,572
2002 年 1,815 842 2,657
2003 年 1,869 842 2,711
2004 年 1,935 784 2,719
2005 年 2,030 780 2,810
2006 年 2,040 821 2,861
（外国人児童生徒受入体制整備会編『外国
人児童生徒受入体制整備会報告書』外国人
児童生徒受入体制整備会、2008 年、７頁）
居住していることが分かる。位置について見ると、県都千葉市を中心に、西部の市川、船
橋、西北の松戸、柏、西南の浦安、習志野、中北の八千代、成田、そして中南の市原、木
更津市と、千葉市を中心に周辺自治体に居住している実態がある。彼らが首都圏に近い市
川、船橋などの市部に多く居住している状況から、湾岸の交通の利便の高い都市部が居住
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図５　千葉県の外国人児童生徒数の推移
（外国人児童生徒受入体制整備会編『外国人児童
生徒受入体制整備会報告書』外国人児童生徒受入
体制整備会、2008 年、７頁）
図６　 千葉県内外国人児童生徒の市町村毎の在籍状況（10 人以上の市
町村）
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日の指導を必要とする外国人
児童生徒の場合―」『環境と経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営
研究所、2008 年、30 頁）
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地として好まれているのであろうか。このような状況であれば、千葉県もⅡ型になるであ
ろうが、そうとも言い切れない。それを見てみよう。
表７　千葉県内外国人児童生徒の市町村毎の就学状況（10 人以上の市町村）
小中学校
1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年
千 葉 市 425 404 439 401 408 391 413 394 403 417
市 川 市 278 297 313 338 346 366 352 333 328 325
船 橋 市 218 209 198 208 233 236 224 230 244 258
市 原 市 181 184 211 191 179 176 182 223 237 233
松 戸 市 155 191 195 217 208 215 206 192 223 219
八 千 代 市 116 143 156 145 134 159 158 139 152 170
成 田 市 97 99 120 130 124 144 123 129 119 152
柏 市 93 99 81 90 85 82 88 82 89 93
浦 安 市 71 78 81 72 86 76 83 83 83 83
習 志 野 市 71 66 73 63 69 78 79 85 92 93
木 更 津 市 62 72 73 63 72 73 76 82 85 85
富里町（市） 45 48 40 35 37 42 43 48 47 41
佐 倉 市 47 54 58 49 49 63 68 71 63 71
野 田 市 23 21 23 20 38 36 32 35 22 19
鎌 ヶ 谷 市 27 33 15 23 28 16 16 17 27 29
流 山 市 19 22 22 39 45 43 32 48 58 29
我 孫 子 市 35 32 19 23 30 24 27 21 21 18
君 津 市 17 11 10 11 22 16 26 17 15 12
印 西 市 23 28 16 29 25 12 12 15 19 21
茂 原 市 14 30 34 29 15 17 16 26 29 23
八 街 市 13 26 22 30 23 40 47 62 39 65
四 街 道 市 13 14 17 14 16 15 20 20 28 29
東 金 市 12 21 30 12 12 45 24 21 28 47
小 見 川 町 10 13 11
銚 子 市 13 11 11
佐 原 市 10 11
旭 市 13 12 11 10 17 20 16 33
沼 南 町 10 11
白 井 町 12
大網白里町 12 11 10 10 12 10
富 津 市 10 15
大 栄 町 12 11 12
館 山 市 17 20 11
袖 ヶ 浦 市 10 11 10
酒 々 井 町 11 11
香 取 市 10
山 武 市 29
横 芝 光 町 10
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日の指導を必要とする外国人児童生徒の場合―」
『環境と経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008 年、31 頁）
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　表７では外国人の児童生徒が 10 人以上居住している千葉県内の市町村を取り挙げたが、
これによると、彼らは都市部のみならず、周辺の市町村にも居住している実態がある。さ
らに、表７からも分かるように、彼らが居住している市町村数は調査年度の都度増加して
いる。千葉県は、2000 年以降市町村合併を積極的に進めたため、県内市町村数は減少し
たはずであるが、それにも拘わらず、彼らの居住する市町村数は逆に増加している。彼ら
の在籍は分散している。この表は 10 人以上を取り挙げたが、仮に、１人でも居住してい
る市町村数を見れば、この分散状況はさらに明確になろう。
　このように、Ⅰ型の自治体では、外国人の児童生徒が諸理由によって県内の多くの市町
村に分散して居住している状況である。しかし、さらに重要なことは、外国人の児童生徒
は、必ずしもその居住地に定着できていない点が見られるということである。図５を見る
と分かるように、彼らの人数の比較的少ない成田市においても、在籍者数の増減が繰り返
されている。増して、在籍者数の一番多い千葉市においては、多人数が出入りしている実
態が窺われる。市原、八千代市に至っては、そもそも定着といえる状況なのかさえ疑わし
い増減がある。ただし、以上の分析は、日本語指導児童生徒の直接的な把握ではないため、
日本語指導児童生徒の在籍状況の把握という点で問題がない訳ではないが、２年間という
短期間の数値ではあるが、表８の日本語指導児童生徒の分布状態を見ると、彼らの分散性
は理解できよう。
表８　 日本語の指導を必要とする外国人
児童生徒数の推移
市 町 村 2005 年（人） 2006 年（人）
千 葉 市 209 225
市 川 市 127  94
市 原 市  80  76
船 橋 市  78  73
成 田 市  59  60
松 戸 市  49 115
八千代市  47  79
柏　　市  28  24
習志野市  21  16
浦 安 市  19  16
佐 倉 市  16  18
（拙稿「地域福祉における行政の課題―
日本語の指導を必要とする外国人児童生
徒の場合―」『環境と経営』第 14 巻第１号、
静岡産業大学経営研究所、2008 年、32 頁）
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　表８によると、千葉、市川、松戸では 100 人以上という県内でも多い日本語指導児童生
徒が在籍する市町村となっている。これら３市のいずれの市もが、外国人児童生徒に対す
る日本語指導児童生徒数に占める割合が２年間の平均でも 57％という高率を超える状況
である。外国人児童生徒の分散状況と同じように、市原、八千代、習志野といった周辺市
でも日本語指導児童生徒の外国人の児童生徒に占める割合は 18％強という状況にあり、
さらに、柏、成田、浦安、佐倉といった市においても 14％と、分散の状況は維持された
格好である。従って、日本語指導児童生徒はかなりの高率で県内各市に分散して在籍して
いる状況が確認できる。
　このように、外国人児童生徒および日本語指導児童生徒は、県内市町村に分散して在籍
し、さらに住所地内の小中学校に必ずしも定着できていない状況である。日本語指導児童
生徒数が多ければ多いほど、また住所地での在籍が不安定化すればするほど、つまり彼ら
の分散性が高くなるに従って、こうした状況への自治体行政の対応は複雑になる。
　では、もうひとつの変数である母語の状況はどのようになっているのか、それを少言語
の場合ではなく、多言語の場合で把握して見よう。
４．多言語分散型の母語
　千葉県における日本語指導児童生徒の話す母語および彼らの県内市町村毎の母語の資料
は公表されていないため、ここでは彼らの親の話す母語の状況から類推するしかない。そ
こで、外国人登録者の母語を確認したいが、ひとつの市町村に 500 人以上居住する外国人
の母語を調べたものが表７である。
　表９によると、時期によって外国人使用の母語が増える場合もあれば、逆に少なくなる
場合もあるが、500 人単位で見ても、30 言語もの母語が千葉県内では見られる。こうした
外国人の子弟に日本語指導児童生徒がいることを考慮すれば、自治体行政の言語への対応
は容易ではない。
　では、このような複雑性の実態に対し、自治体行政はどのような方策を講じているのか、
この点を次に見てみよう。
５．多言語分散型の自治体行政18)
　千葉県内市町村の事例の状況を把握するために、これまでの検討から明らかになった、
多言語分散性について、日本語指導児童生徒が多い市町村の事例で検討を加えたい。図６
の外国人児童生徒数の増減傾向の中でも、地域的特性の点で東京に近い船橋市、陸部であ
る八千代市、そして国際空港のある成田市の３市における事例で考えたい。ここでの焦点
は、この地域的特性が日本語指導児童生徒の在籍にどのように影響しているのかという点
である19)。では船橋市の場合から検討しよう。
　船橋市20) は、東京と成田国際空港との中間に位置し、いずれにも至近距離という利便性
から、近年、北欧の家具メーカーやフランスの化粧品会社などが工場を同市内に展開した。
千葉県が 80 年代から積極的に工業団地を造成して事業所誘致を推し進めたことと無縁で
はない。船橋市の工業団地には、南習志野工業団地がある。ここでは、90 年代以降、外
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国人の労働者を多く迎えることになり、彼らの子弟も市内の学校に在籍することになった。
日本語指導児童生徒は、05 年９月１日の調査でも 78 人で 33 校に在籍する。ただ、１校
平均人数は、2.3 人で、彼らの母語も、英、韓国・朝鮮、スペイン、中国、フィリピン、
ベトナム、ポルトガル、ロシア、タイ語と判明しているだけでも９カ国語に及ぶ。さらに、
全体に占める１校１人の学校（公立小中学校）数は、日本語指導児童生徒の在籍している
全 33 校中の 15 校で、２人の学校数が 10 校というように、１人２人の児童生徒が在籍す
る学校が全体の 76％に当たっている。また彼らの在籍期間でも６ヶ月未満が 32 人、６ヶ
月以上１年未満が 40 人で、78 人中に占める１年未満の在籍者数は、72％にも及ぶ。彼ら
の在籍の状況は、多言語分散型であり、以上の点からも、彼らの定着度はかなり低くなっ
表９　千葉県内における外国人登録者数 500 人以上の母語の状況
 （人）
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年
中国 25,360 28,193 29,824 31,931 33,911
韓国・朝鮮 17,970 18,083 18,066 18,266 18,185
フィリピン 14,708 15,978 16,360 16,532 16,769
ブラジル  6,878  6,762  6,719  6,564  6,235
タイ  4,802  4,940  5,079  5,230  5,362
ペルー  3,592  3,668  3,647  3,658  3,570
アメリカ  2,246  2,264  2,277  2,322  2,210
スリランカ  1,255  1,290  1,459  1,559  1,459
イギリス  1,057  1,090  1,015  1,023   975
インド   981  1,129  1,246  1,535  1,652
バングラディッシュ   915  1,029  1,068  1,131  1,107
インドネシア   858   893   881   938   938
パキスタン   818   818   768   780   782
マレイシア   696   742   782   723   657
イラン   693   651   613   602   570
カナダ   646   697   670   710   621
ヴェトナム   635   754   997 1099  1,128
オーストラリア   630   685   678   682   611
モンゴル   500   642   604   591   598
（拙稿「地域福祉における行政の課題―日本語の指導を必要とする外国人児童生徒の場合
―」『環境と経営』第 14 巻第１号、静岡産業大学経営研究所、2008 年、33 頁）
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ている。
　このような経緯から、同市では積極的に国際理解の方策が採用された。海外都市との姉
妹縁組を進めて外国との国際交流を推進し21)、同市は「船橋市帰国子女教育推進研究協議
会」という組織も新設して、児童生徒の適応指導や日本語指導に関する研究も開始した。
こうした点が認められて 83 年には文部省から「帰国子女受入推進地域」の指定を受ける。
船橋市の国際理解教育は、学校教育の場においても全般にわたり、外国人の適応指導や異
文化理解分野でも実施されている。市内の小中学校では、帰国児童生徒や外国人児童生徒
への日本語指導のための各種事業が進んでいる。たとえば、日本語指導の指導員の配置や
事業推進センター校での日本語教室の設置、さらに市内の学校に編入する外国人児童生徒
のための市民通訳のボランティア派遣などである。05 年には帰国・外国人児童生徒数が
500 人を超過する勢いで、日本語指導児童生徒数も増加傾向であったため、教育委員会は
常駐の日本語指導員を４人採用し、学校の担当を決めてそこに派遣した。ただし、この派
遣は中国語、スペイン語、ポルトガル語の指導員に限定されたため、これ以外の言語の担
当者については同市の市長部局の専門課を通じて、国際親善ボランティアの中でも特に日
本語指導者養成講座修了者や日本語指導経験者といった専門家を派遣した。
　このように、船橋市では東京や成田に近いという地理的条件や、また 90 年代から外国
人の多数の居住という背景から日本語指導児童生徒が増加したため、多様な方策が制度化
されていった。
　一方、八千代市22) では　外国人児童生徒数の増加傾向はあったものの、その増減は安
定的ではなかった。このため、外国人登録窓口である市長部局担当課でも一定のマニュア
ルが形成される状況までには至っていなかった。こうした事情は日本経済の好不況にも影
響されたように思われる。
　また、八千代市にある公営団地では低廉な住居費という事情に加え、相当数の住民を収
容する能力にも恵まれたため、多くの外国人が居住した。公営団地での外国人の入居では、
ある母語の外国人が居住すると、これが誘因になって徐々に同じ母語を持つ外国人が増え
る傾向があり、団地における外国人世帯率が上昇するという現象が指摘されている。さら
に、公営住宅の場合には、主に、日系人、インドシナ・日系人、中国人の集住パターンの
あることも知られている23)。
　こうした背景には外国人が同市に誘致されている３つの工業団地に勤務したという事情
もある。同市内の多くの外国人を抱えるふたつの公営団地から近い北部には吉橋、上高野・
村上のふたつの工業団地が展開されている。居住団地からはやや距離はあるが、交通の便
利な南部地域には八千代工業団地もある。
　しかし、バブル経済の崩壊とともに 90 年代中葉に不景気になると、この地での労働需
要が減少したため、既存の労働力はそれを必要とする他の地域へ移った。このため、同地
域での外国人の居住は、増加減少を繰り返す事態に至ったと考えられる。労働者の昼食を
供する給食事業所は、これらの工業団地で勤務する労働者が多くなればそれに伴って、生
産が増大された職種でもある。多くの外国人が就労したのは、就離職の容易なサービス業
が中心であった。こうした背景から、彼らの子弟である日本語指導児童の在籍は、増加減
少を繰り返し、景気の動向によって流動的になったと考えられる。
　こうした流動的な在籍状態に対応したのは、外国人を支える事業所やボランティア団体
87
自治体行政と日本語の指導を必要とする外国人児童生徒の教育（光延）
であった。地域の公民館を通じての外国人児童生徒や日本語指導児童生徒、さらに彼らの
親に対する日本語の指導活動は、行政の取り組みより早くから開始された。このため、同
市における方策は民間が主導した面がある。この結果、日本語の指導員も常駐するまでに
は至らず、中には公民館活動で日本語指導児童生徒を指導している人材が対応している場
合もある。同市における日本語指導児童生徒の母語の状態は公表されていないが、居住団
地に多くの日本語指導児童生徒を抱える小中学校では、ブラジル、ペルー、フィリピン、
中国語が母語の児童生徒が、小学校では全校約千人中 23 人、中学校では約５百人中５人
在籍している24)。
　八千代市の場合、就労環境に加えて、特定の公的施設での居住が可能であったため、自
治体の対応以上に民間での対応が中心となったと考えられる。
　最後に成田市25) の場合を検討しよう。同市は 07 年１月１日現在、人口 12 万２千人、
外国人登録者数約３千人（2.4％）で、そのうち全市児童生徒数 9753 人中外国人の児童生
徒数は 149（1.5％）人という状況にある。彼らは市内の公立小学校 30 校、中学校 10 校に
在籍している。
　同市には成田国際空港があるが、空港の設立当初から国際交流は活発であった。空港の
開港は、機会整備、機内食、空港産業に関連する従業員の衣食住を提供する事業所の設立
を促し、そこで職を得る多くの外国人が居住した。このため、母語も多様化し、06 年９
月１日の同市内在籍の日本語指導児童生徒の母語の状況は、ペルー46 人、フィリピン 18
人、韓国 18 人、中国 16 人、メキシコ９人、タイ９人、モンゴル７人、その他 15 人とバ
リエーションがある。
　さらに千葉や船橋などの都市からは遠距離であったため、低廉価格での居住が可能とな
り、一層外国人の居住を促進した。このため、彼らの子弟は同市内の学校を中心に在籍し
た。このような背景があったがゆえに、同市には外国人登録を行う窓口にさえ外国人対応
の担当者が置かれ、しかも申請手続きの諸書類が翻訳されているという。この翻訳言語も
タガログ語やタイ語、さらにモンゴル語にまでと幅広い。
　また学校と教育委員会事務局との連携もよいため、船橋ほど対応が制度化されている訳
ではないが、一定のレベルで各種資料の翻訳や人的引継ぎなども継続されている。住民担
当課の対応言語は８ヶ国語にまで至っているという。ある学校では長年にわたって蓄積さ
れた学校行事や外国人児童生徒に対する対応マニュアルが整然と残され、これが実際に使
用されている。さらに、同市の近年の５ヵ年における外国人児童生徒数もほぼ 140 人前後
で各学年に平均的に分布しているため、日本語指導児童生徒の受け入れでの対応を容易に
しており、数々のルール化が行なわれている。
おわりに
　さて、以上の検討から指摘できる点についてまとめ、本稿での議論を終えることにする。
　外国人の入国は、国際社会と日本の産業社会のあり方を背景に進展したが、この入国は、
日本における彼らの居住地にも投影されたように思われる。就労場所の確保が中心の場合、
労働力を市場に供給することが可能の地域への居住が進み、労働需要量の多い自治体や地
域が好まれた。こうした地域への居住は、彼らとその家族の日本語指導児童生徒の就学地
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域をある程度固定させ、外国人の入国の増加も加わって、一定の規模で継続した。この事
例はⅡ型に当たる。こうした事例は固定的な居住と限定された母語状態も創出したため、
これらの地域では日本語指導児童生徒への教育も制度化されて、自治体行政の対応は先進
的なモデルにもなったように考えられる。
　一方、縁者を求めて、また生活の改善などでの入国の場合、居住地の確保が求められた
ため、外国人やその家族の日本語指導児童生徒は、関係者の近隣や、低廉な住宅事情の地
域を選択した。しかし、入国後の環境の変化によって移転が必要になった。こうした事例
はⅠ型に属する。この結果、外国人とその家族の日本語指導児童生徒は異動を伴い、変動
する人数と母語の点で、自治体行政の対応は容易ではなかったように考えられる。
　しかし、このような類型化は相対的であり、都道府県レヴェルでは仮にⅠ型であっても
その自治体内の市町村レヴェルでは、Ⅰ型Ⅱ型が並存する場合がある。従って、こうした
「複雑性」ゆえに、日本語指導児童生徒への自治体行政の対応は容易ではないように思わ
れる。日本語指導児童生徒への教育をめぐる自治体行政の抱える課題では、彼らの人数や
母語の状況、さらに来日の事情や受入の教育行政機関の歴史や経験などが主要な説明要因
となったが、これらには地域によっても異同があるため、自治体行政による施策の実施は
多様化せざるを得ないのである。
　そもそも教育は、経験や専門性を要する分野のため、各々の地域が、その地域に適合し
た方策が選択されるのが望ましいが、こうした対応は容易ではない。このため、日本語指
導児童生徒の就学には多くの課題が残されているのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　
1) 本稿でいう「外国人」は、①国籍法にいう夫、あるいは妻の双方か片方のいずれかが日本国籍を持つ
ものを親とした、その子弟および②入管法に規定された在留資格の第一、第二区分に該当する外国人の
子弟をいう。
2) 文部科学省H.P. で公表されている『「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調
査」の結果』の 1999 年から 2006 年までの資料。
3) 総務省行政監察局『日本語教育が必要な外国人児童生徒の教育に関するアンケート調査』総務省、
1996 年。ここでは日本語指導を必要とする外国人児童生徒の保護者は、日本における彼らの子弟への
教育に関し、どのように評価しているのかについて、その実態を把握し、次ぎに教育に対する改善方策
を検討している。
4) 佐藤郡衛『外国人児童・生徒の指導・実践に関する調査研究』東京学芸大学国際教育センター、1997
年。この文献は、外国人児童生徒を担当する教員を対象に、日本語の指導・実践の把握を行なっている。
5) 外国人子女の日本語指導に関する調査研究協力者会議『外国人児童生徒に対する日本語指導実態調査
結果の分析』東京外国語大学、1998 年。ここでは、日本語指導の実態を公立学校とそこに勤務する教
員を対象に調査している。
6) 最新の論説として例えば、小内透「外国人の子どもの教育問題」『Jurist No1350　外国人労働者をめ
ぐる諸問題』2008 年、38-44 頁がある。 
7) 2007 年２月 10 日（土）、「移動する子どもたち」研究集会が東京早稲田大学井深大記念ホールを会場
に行なわれたが、その際、伊藤哲也・菱田洋美ほかによる「外国人児童の現状と教育現場の対応につい
て―外国人集住地域における児童と保護者の実態調査から」報告があった。しかし、この報告は①公刊
されていないことに加え、②外国人児童生徒の保護者への調査であり、行政における対応を分析したも
のではない。
8) 経済産業省『通商白書 2003 年』経済産業省、2004 年。特に「第３章　日本経済の活性化に向けての
取り組み」のなかの「第２節　海外の優れた人材資源の活用―国際的な労働力移動」では、専門的、技
術的な観点から外国人の労働力の必要性を指摘している。また、（社）経済団体連合会は、2004 年４月
14 日、「外国人受け入れ問題に関する提言」をまとめ、付加価値の創造力を高める意味での外国人の労
働力の確保を提言した。こうした議論が行なわれていない訳ではないが、一般的に議論の段階にまで至っ
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ていないという現状がある。
9) 坂幸夫「外国人労働者と東京」東京自治問題研究所編『東京研究　３』東信堂、1999 年、186-204 頁。
10) 日本国憲法第 26 条は、日本国民の教育権を保障するため、教育行政機関は外国人の児童生徒や日本
語指導児童生徒に対し、日本国民と同様の教育権を保証する義務を持たない。ただ、グローバル化した
国際社会における、先進経済国の日本に期待される国際貢献は決して少なくない。また、「経済的、社
会的及び文化的権利に関する国際規約（昭和 54 年条約第６号）」に基づき、入学を希望する者は、公立
の義務教育諸学校での受入が保障されている。
11) 塘利枝子『子どもの異文化受容』ナカニシヤ出版、1999 年、５頁。外国人の児童・生徒の増加傾向は、
特定の地域や特定校に集中して見られるという。
12) 既述文科省のHPから作成した。但し、1999 年から 2006 年までの資料が公表されていないため、
2006 年の資料を元にその他言語の割合を算出した。
13) 嶺井明子「外国人の子どもの教育の現状と課題」東京学芸大学海外子女教育センター編『共生社会の
教育・帰国子女教育研究プロジェクト中間報告』東京学芸大学海外子女教育センター、1993 年、79 頁。
嶺井によると、外国人の児童生徒の増加傾向には、分散傾向と集中傾向があるという。
14) この項での検討内容は、千葉県が毎年公表している『学校基本調査結果報告書』から作成されている。
15) 月花慎二「市民とともに築く多文化共生のまちづくり」『Jurist No1350　外国人労働者をめぐる諸問題』
2008 年、45-49 頁。
16) 不就学については佐久間孝正『外国人の子どもの不就学　異文化に開かれた教育とは』勁草書房、
2006 年が詳しい。
17) 図２の指標
　 小学年平均 中学年平均
1996 年 227 232
1997 年 258 248
1998 年 298 269
1999 年 336 275
2000 年 331 275
2001 年 247 273
2002 年 322 287
2003 年 331 286
2004 年 344 280
2005 年 378 276
2006 年 405 318
2007 年 452 374
18) この項での内容は、外国人児童生徒受入体制整備研究会編『外国人児童生徒受入体制整備研究会報告
書』外国人児童生徒受入体制整備研究会、2008 年、55-74 頁を参照した。
19) 比較分析では比較の対象をそろえなければならないのはいうまでもないが、実態調査の関係では、必
ずしも完全にはいけない点があることを考慮せざるを得ない。
20) 船橋市の検討内容は、2007 年３月の同市内の学校調査および市教育委員会での聞き取り調査を含む。
21) 中国の西安市、米国加州ヘイワード市、デンマークオーゼン市などがある。
22) 八千代市の検討内容は、2007 年２月の同市内の学校調査および市教育委員会での聞き取り調査を含む。
23) 稲葉佳子「日本における外国人の住宅問題」『Jurist No1350　外国人労働者をめぐる諸問題』2008 年、
34 頁。
24) 2007 年３月１日における八千代市での聞き取り調査による。
25 成田市の検討内容は、2007 年３月および６月の同市内の学校調査および市教育委員会での聞き取り
調査を含む。
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